（様式2）
平成28年○月○日
平成28年度クレジット取引におけるセキュリティ対策推進事業に係る補助事業
実施計画書 ＜本文＞
以下の項目を記入すること（図や写真の貼付可。計10頁以内。書式外の書類添付は不可。A4サイズのみ。フォントサイズは10.5P～12Pとすること。）。
ここに記入する内容は、許可無く公開されることはありません（要約部分に関しては、公開が前提とされておりますので、ご注意ください）。
	提案事業名
	（様式１記載の提案事業名を記載）


1． 申請者名（申請者が複数ある場合には、すべてご記入ください。また、共同申請を行う場合には、理由等を付記してください）
2． 共同決済システムの導入・実証事業を実施する業界（「○○小売店業」、「○○業」のように、参加企業の業種、特性がわかるかたちでご記入ください。
3． 共同決済システムの所有者（本提案事業で共同決済システムを所有する団体等をご記入ください。）
4． 業界単位で共同決済システムの導入・実証事業を実施する目的・背景（現状の決済システムにおける問題点等を記入。）
5． 共同決済システムの導入・実証事業の実施方法・体制（実証事業の実施体制（共同決済システムの導入（開発、テスト等）の体制について、図を使ってご記入ください。体制図の中に、申請者の団体、グループ等の担当者名として、様式２－３で「労務費」に対応する者が記載されていること。
また、申請者と連携して事業を推進するシステム開発事業者、その他協力企業等がある場合はその旨をご記入ください。その場合、体制を構築する者の役割分担を明記すること。）
6． 共同決済システムの導入・実証事業の内容・計画
（1） 業界単位で共同決済システムを導入・利用することで解決を図る課題（実証する課題）（例：利用事業者のIC化のためのPOS改修コストの低減、利用事業者のカード情報非保持化等）
（2） 共同決済システムの導入・実証事業の実施目標（実証事業によって達成する目標を記入。）
（3） 共同決済システムの概要（図を使い、現在のシステムと比較した導入後のシステムの概要を簡潔に説明してください。）
（4） セキュリティ確保の方法、採用の理由（導入する共同決済システムで採用するセキュリティ確保の方法と、その方法を採用する理由をご記入ください。例：PCI DSS準拠方法等）
（5） 共同決済システムの経済性（導入する共同決済システムを選定するにあたり、導入コスト、運用コストなどをどのように検討、評価（見積）を行い、選定したのかをご記入ください。）
（6） 共同決済システムの運用方法（共同決済システムの導入時の費用調達方法（自己負担分）、継続的に運用していくための運用コストの見込み、運用コスト負担の仕組み、障害発生時の対応（担当社）、メンテナンス計画（担当社）等についてご記入ください。）
（7） 実証事業の実施計画、事業完了予定日（実証事業の完了報告が平成29年2月までに実施できるよう、それまでに支払等がすべて終了するように予定を立ててください。また実施スケジュールは、設計、開発、テストなど、共同決済システム導入にあたって必要な工程がわかるように作成してください。）
（8） 店舗の実務における応用性・汎用性（共同決済システムを導入することで、店舗実務で副次的に得られる利便性などが見込まれることがあればご記入ください。）
　　　　　　　　　　





受付番号


※記載不要
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